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香港は1997年7月1日 をもって,中 国の一

行政区として中央人民政府の直轄下におかれ

る。 この特別行政区にな った後 の,香 港 の

「小憲法」 とも言 うべき特別行政区基本法の

草案が,1988年4月28日 に起草委員会全体会

議 よ り公布 された。その内容は,序 言,第1

章 「総則」,第2章 「中央 と香港特別行政区 と

の関係」,第3章 「住民の基本 的権 利 と義

務」,第4章 「政治体制」,第5章 「経済」,第

6章 「教育,科 学,文 化,体 育,宗 教,労 働

組合と社会サービス」,第7章 「対外事務」,

第8章 「香港特別行政区の区旗 ・区章」,第

9章 「本法の解釈 と改訂」,第10章 「付則」,

から成 っている。同草案公布後香港各界市民

の代表に よって構成 される基本法諮qRJ委員会

によって,9月 末 までの約5ヶ 月間,各 方面

・各界の意見が聴取 されていった。香港住民

の反応は一般的に 「不冷不熱」のような もの

であ ったと言われるが,そ の反応は概 して次

の3つ の内容にまとめ られるのではなかろ う

か。

←1例 えば司法権や終審権の制限規定,基

本法 の解釈権 ・違憲審査権規定等に見られる

ように,中 央政府が行政区に最終的な制御を

残留させすぎているので,高 度な自治の原則

が貫徹できるかどうか疑問である。

(⇒ 例えば政党を組織 し参加する権利,労

働者の団体交渉権等が明記 されていない よう

に,基 本的人権 は前面 的に保証 されてお ら

ず,補 充すべきである。

(⇒ 港人治港の質を決定す る行政長官や立

法会議議員の選出において,間 接選挙は果 し

て真の民意を反映 し得 るのか。

これ らは即ち,第2章 「中央 と香港特別行

政区 との関係」,第3章 「住民 の基本的人権

と義務」,第4章 「政治体制」に対す る懐疑 と

も言える。

その後,聴 取された意見は同年11月 に起草

委員会専題小組及び総体工作小組にて審議 さ

れ,今 年1989年1月15日 に起草委員会全体会

議に より修正 された草案 として公表された。
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修正草案の詳細な検討は次の機会に譲 るとし

て,印 象としてはO,⇔ については中国側が

やや譲歩 した ようであるが,日 については香

港側に協調を強 く求めた形 となっている。 と

もあれ,今 後 の起草 日程でい くと,明 年1990

年には全人代にて正式に決定され ることにな

る。

さて,今 度訳出した張露 「中国に於ける法

意識の香港基本法に対する影響」 は昨年1988

年2月,即 ちまだ草案が公布 される以前に香

港 の雑誌 「明報月刊」において発表された も

のである。従って基本法の条文を細か く検討

したものではない。 しか しなが ら本稿 で検討

された内容は,今 日,香 港住民が基本法草案

に対 し抱いている疑問に関 して,大 変意義深

い示唆を与えている。即 ち,中 国の社会主義

法意識をもって制定 した基本法は,当 然 の帰

結 として香港に存する法意識 とは相容れない

ものがあるとい うことを。

なお,筆 者の張露氏は,か つて中国社会科

学院法学研究所副研究員そ して雑誌 「法学研

究」編集の責任者等を務められた こともある

が,現 在は香港中文大学現代 アジア研究セン

ター名誉高級研究員 として,中 国法制及び中

外法制研究の分野で御活躍 されている。

序

香港特別行政区基本法の初稿が間もな く世

に現われるが,多 くの人hは,基 本法が円満

に制定 され,本 当に実行され るか否か,依 然

として心配をしている。

起草及び制定を決定す る力は,実 際はマル

クス ・レーニン主義,毛 沢東思想を堅持 しな

くてはな らない人 々にi握られているので,か

かる人々のマル クス ・レーニン主義に対する

理解及びその抱いている社会主義法意識が,

彼 らの主宰 し制定す る基本法は,香 港に以前

か ら存 した法治精神を受容 しそ して資本主義

制度の繁栄 と安定を保障 し得る,と いうこと

を請け合 うことができるか どうか疑問である。

これ らの疑いや心配は理解できるところであ

る。従 って,中 国大陸 の法意識が基本法制

定,実 施に与える影響は,1つ の重要な課題

である。筆者は以下,初 歩的な検討を行な う

ことにする。

法意識の内容

所謂 「法意識」 とは,北 京政府当局が組織

編集 し出版 したr中 国大百科全書』(法 学巻)

の解釈によると,「人hの 法(特 に現行法)と

法現象に対す る観点 と態度の総称。それは法

現象を探究す る各種の法律学説,現 行法に対

する評価 と解釈,人 々の法 的動機(法 律要

求),自 己の権利 ・義務に対す る認識(法 律

感),法,法 律制度に対す る理解 ・掌握 ・運

用の程度(法 知識),及 び行為に対す る合法

的評価であるか否か等を表わす。(1)」とある。

かかる定義から,中 国大陸の所謂 「法意識」

の内容はかな り広範かつ法律問題 の各方面に

まで及ぶ観念の総合的なもので,簡 単に 「法

律観」 とも称せ られるものと理解することが

できる。

北京の法学教材主編者の1人,孫 国章教授

は,法 意識は 「個人の法意識」 と 「集団(社

会)の 法意識」 とに分けられ,両 者は緊密な

関係を有すると考えてい る。即 ち,「 個人 の

法意pと 集団或いは社会の法意識の相互作用

において,集 団或いは社会の法意識 は指導的
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地位にあ り,そ れは基本的法律原理 ・原則を

個人の法意識の中に注ぎ込んでいる。」 「集団

或いは社会 の法意識はまた各方面において個

人の法意識に頼ってお り,個 人の法意識の中

か ら,い つ くかの典型的,代 表的,大 衆的な

ものを くみ取 っている。」 「集団或いは社会の

法意識の豊富さと発展は,個 人の法意識から

離れることはで きない。(2)」とい うことであ

る。

孫教授のこれらの論断は,中 央司法部 と教

育部指導の法学教材編集部で編集 ・審査 され

た ものに掲載されてお り,高 等学校法学教材

『法学基礎理論』の一書 とな っている。それ

は比較的権威あるもので,中 国の社会主義法

意識を理解す る入門書 とすることができる。

1978年 以前は,「 世論一律」 とい う ドグマ

の束縛があったために,高 いクラスの指導者

を除いて,個 人の法意識を公衆の面前で公開

し現わす ことは大変困難であった。書籍や新

聞で見かけるのは,殆 ど千篇一律みな集団の

もの即 ち所謂 「社会法意識」であった。 この

種の社会の法意識は,実 際は政府当局の法意

識或いは 「社会主義法意識」で,そ れはマル

クス,レ ーニン,エ ソゲルス,毛 沢東が述べ

た論断に固執 し,政 府当局ではない個人の異

なった法意識か ら"営 養.(",は 訳者 が付

す)を 取 り出す ことを重視 していない。従 っ

て内容は豊富 さに欠け,そ の上発展性がない

く硬直 し凝固 した状態にある。

しか しなが ら1978年 より,実 践は真理を検

証する唯一の基準であることが肯定 され,思

想解放が提唱されて以来,特 に近年来,重 ね

て述べられた 「百花斉放,百 家争鳴」 の方針

や,多 くの清新なものや実践的なものに根拠

をお くものは,枯 死 した教条的な個人の法意

識を敢えて突き破 り,次 第に発表の可能性 と

条件を整えていった。 この種の 目立 ってきた

個人の法意識は,社 会の法意識に対 し不断に

衝撃を与え,後 者を再び 「一潭死水(深 い淵

の流れない水)」 にせ しめず,喜 ば しい生存

の機会を露呈 させた。特に,経 済体制改革の

中で現われてきた多 くの難題は,次 の ことを

明示 している。即ち,困 難や障害は決 して単

純に経済領域において生ずるのではな く,そ

れは不合理な政治体制が経済運動を妨害する

ことに よって持た らされた もので,従 って,

政治体制の改革を しなければ,経 済体制改革

を順調に継続的に推進することはできないと

い うことである。政治体制改革は又,政 治意

識 の変革が必要である。そ うでなければ,硬

直化 した政治意識 での指導の下,充 分に政治

体制改革を進めることはできず,甚 だ しきは

中途半端で止めることにな り得 る。

中国大陸では,政 治意識は各種社会意識の

中において,支 配的かつ指導的な作用を及ぼ

す。政治意識に変動があれぼそれだけでそれ

と関係が最 も密接な法意識 もそれに伴 って変

動す る。中国大陸の経済意識 と政治意識の大

発展を正に 目の当 りに しているので,法 意識

も大きな発展があ り得るもの と信ず る。

北京大学の茜沐教授は,1986年3月,香 港

中文大学中国法制研究計画の主催に よる比較

法律概念シソポジウムの席上,将 来中国に存

在す るであろ う大陸,香 港,台 湾の3種 類の

法律制度は,互 いに矛盾を生むか否かの問題

に対 して,次 のように回答 した。即ち,「矛盾

はおそ らく法律概念の上に現れ不一致をもた

らすであろ う。 しか し中国では,国 内の法律
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観念を香港に適用することはないと表明して

いる。従 って法律を執行す る時には,矛 盾を

生ず ることはない。③」 と。

この種の回答は,香 港住民の顧慮をいくら

か軽減することができるが,結 局のところや

は り消極的である。国内の法律観念がどのよ

うであれば,香 港の法律観念 と協調 し発展 し

てゆけ るのかを積極的な側面か ら検討す る必

要がある。

二 階級統治論

中国の社会主義法意識が基本法の制定 と実

施において,最 も協調 しがたい問題 は,「 一

切の法律は全て階級性を有す る」 とい う観念

を堅持 していることである。中国大陸の法律

教育や法律の教科書は,「 法律 は支配階級の

意志 の体現である。(4)」とそ もそ もの起 りを述

べている。かつて胡耀邦等の指導者に法学が

教授 されたが,そ の教授内容は厳格に検討 し

た孫国章教授の言に拠 ると,さ らにまた一切

の法律はみな階級性を有することを強調 した

ものであった。(5)

中国大陸の法学者が,一 切の法律 は全て必

然的に階級性を有す るとい うことの理論的根

拠に しているのは,主 としてマル クス ・エン

ゲルスがr共 産党宣言』の中で述べた言葉で

ある。原文の訳には,「 あなた方の観 念は本

来,資 産階級の生産関係と所有制関係の産物

であ り,(そ れは)ま るであなた方の法は,法

律に奉 られたあなた方のその階級の意志にす

ぎず,そ の種 の意志の内容は,あ なた方のそ

の階級 の物質生活条件により決定 されるもの

である,と い うような もので ある。(6)」とあ

る。

筆者はかつて1981年 に発表 した一篇の論文

の中で,こ の一段の訳文に対 して疑問を提起

した。即ちこの文章中の 「法」は,独 語では

Recht,英 語ではJurisprudance,露 語では

Hipaboと な り上下の文の関係からす ると,

法律観念 と指すべ きで決 して法律そのもので

はないと考える。(7)

近年来,国 内においてもこの段の訳文に対

して意見を提起する学者がいる。例えば北京

の崔敏教授は,正 確かつ適切 な訳 は,「 あな

た方の観念は本来,資 産階級の生産関係 と所

有制関係との産物であ り,(そ れ は)ま るで

あなた方の行為準則(或 いは規範)は,法 律

に昇進 されたあなた方のその階級の意志にす

ぎず,… …。(8)」であるとする。その他の学者

でも筆者 と類似 した訳 し方を提起する者 もい

る。(9)

如何に訳そ うとも,こ のことに拠っていか

なる法律 も全てある一つの階級に属 し,単 純

にある一つの階級に奉仕 し得 るにす ぎないと

断定することはできない。マルクス ・エ ンゲ

ルスのこの言葉が,も し本当に従わねばなら

ない 「金科玉条」であるならば,資 産階級執

政の国家 の法律 にも階級 性があ り,こ れ に

よって階級対立国家はすでに消滅 されたとは

決 して推断できず,そ の法律にも階級性があ

ることを指 している,と 言えるにすぎない。

同様に,マ ルクス主義を指導的思想 とするソ

ビエ トの学者はJ60年 代においては,ソ ビエ

トの法律は 「全民の法」であ り,無 産階級の

法律ではないと考えていた。

筆者は1985年,「 明報」において 「階級性

一 中国法律学の緊箔究(た がを入れて引き

締めるような作用をするもの)」 と題す る小
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論文を発表 した。即 ち,中 国は79年 に召集 し

た第5期 全人代第2回 会議において,搾 取階

級はすでに一つの階級 として消滅 し,国 内に

おいて執政当局に より,「敵 人」 と見 なされ

た者の人数は,最 高でも10万 分の1に も達 し

ない,(従 って)こ の僅かな言 うに足 らない

少数の者を支配階級 と区分けする必要 もない

し,ま た個別的な或いは極少数に よる対抗行

為を 「階級対立」 と見なす必要もない,と 宣

言 した。そ して階級対立がなければ,更 にま

た中国現行法の階級性を強調する必要はない

と。注 目に値するのは,近 年来,国 内の学者

の中にも類似 の観点を有す る者がいるとい う

⑪ことである
。

もちろん,か ような観点は,目 下まだ主導

的地位を占める社会の法意識 にはな り得ない。

しか しながら,筆 者は孫国章教授の一つの論

断を喜んで讃える。即ち 「集団或いは社会の

法意識の発展は,個 人の法意識か ら離れるこ

とはできない。」 とい う論 断であ る。集 団或

いは社会の法意nは,「 多 くのいろんな所 で

個人の意識に頼 ってお り,個 人の法意識 の中

か ら取 り出した典型的,代 表的,大 衆的なも

のである。⑰」。筆者は中国の改革が進 むにつ

れて,ま た政治意識が革新 されるにつれて,

二度 と再び法律を支配階級の意志の新 しい観

念 とは見なさないで,中 国社会の法意識に次

第に高められることを希望 している。そ して

今 日,こ の種の新 しい法律観念を用いて基本

法の制定 と実施が指導 されるべ きで,そ うで

なければ,実 践する上において,基 本法の主

旨の制定に妨げにな り得 るばか りでな く理論

上においても,自 説のつ じつ まを合わせられ

ない境地に陥 るかもしれない。

何故にそ う予測 し得 るのか。

もし法律がただ支配階級の意志を体現 し得

るだけな らば,そ れでは基本法は どの階級の

意志を体現す るものなのか。誰が将来,特 別

行政区の支配階級になるのか。

中国の指導者及び法律専門家たちはみな繰

り返 し,次 の ように表明している。即ち,基

本法は一国両制の原則に基づいて制定され実

施 されるもので1香 港に以前か ら存 した資本

主義制度を保持 し50年 間は変えない為のもの

である。社会主義国家の最高権力が制定 した

基本法であっても,資 本主義を保護す るもの

である以上,資 産階級に属 し,資 産階級の意

志を体現するものである,と 言い得るや否や。

もし仮に,基 本法は無産階級の意志の体現で

あ り,香 港に以前か ら存する法律は資産階級

の意志の体現であるならば,そ れでは,香 港

特別行政区が成立 し,基 本法が実施 された以

降,こ れ らの資産階級 の意志を体現 した法律

は全て廃棄する必要があるのか,或 いは全面

的に修正 されて後初めて残 されるのか。

これ ら中英共同声明と中国の指導者がなし

た許可 とが,矛 盾を発生 させているとい う困

難な状況を解決す る為に,中 国の法学者 と法

律関係者は,た とえ中国の現行法に対 し階級

的観点の放棄を望 まないに しても,基 本法に

対 しては 「支配階級の意志を体現する」的な

観点を放棄す るべ きで ある。 そ うでなけれ

ば,理 論上 において混乱に陥 るばか りでな

く,実 践において も一国両制の推進を妨げる

ことにな り得 る。

三 専政工具論

中国の社会主義法意識の中で,も う一つの
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基本法に適用 してはいけない観念は,所 謂法

律の 「専政工具(専 政政治の為の手段)論 」

である。

中国封建社会が,商 品経済未発達の為 に長

期にわた り踏襲 してきた法律観念は,法 律を

主 として刑法の範囲に限定 し,支 配者が異分

子や罪悪行為を鎮圧す る手段にさせてきた。

この種の観念は中国社会 の法意識 の中に,依

然としてその痕跡を見い出す ことができる。

中国の社会主義法意識の形成に対 して,基 を

開 く役割を果 した董必武は,中 国法制の定義

を 「国家が人民民主専政を実現す る重要な手

段 。賜 と した。彼 に とって所謂 法律 は,国 家
qo

の法律や制度を指す。

もちろん中国の学者も,人 民民主専政は民

主 と専政 とを両方包括す るものであると述べ

ている。 しか し彼 らが理解 している民主は,

実際は決 して 「民を以て主 となす」 ではな

く,「民の為に主 となる」にすぎない。従 って

主 となる者は,民 主を自己の意志を実現させ

る一種の 「手段」 となす ことができる。毛沢

東はかつて次の ように述べた ことがある。即

ち 「民主,こ の しろものは,あ る時は目的の

ように見えるが,実 際は一種の手段 にすぎな

い。⑮」と。マル クス ・レーニソ主義,毛 沢東

思想を指導的思想とする高等学校法学試用教

材である 『政治学概論』は,次 のように解釈

している。即 ち 「民主は,敵 に対 し階級に対

し専政の手段を施行する為に,一 定 の階級を

用いて 自己の内部矛盾を調節 し,自 己の力を

団結 させ るもの。ua」である。

民主が専政の手段である以上,所 謂人民民

主専政が包含する2つ のものの中では,民 主

は二次的で,専 政それこそが主要なものであ

る。

民主を手段 となすや り方は,近 年来,い く

らかの批評を受けているにもかかわ らず,法

律をたんに専政の手段 とす る思想は,依 然 と

して根強い。常時法律を執行 している機関に

現わ してみると,政 法機関は 「刀の柄」にな

ぞらえ られ,甚 しきに至っては審判員(即 ち

司法官)の 制服は軍服 の様式でもある。普通

の法院の開廷時の写真は,状 況がわか らない

人は軍事法定だと誤認するか もしれない。 し

か して司法 と軍事の不可分は,本 来中国の封

建的法律制度の特徴の一つでもある。⑰

法律を専政手段 と見なす この種の観念は,

決 してこれを用いて基本法に対処 してはなら

ない。そ うでなければ,人hは,誰 の誰に対

する専政なのか と直ちに尋ねるであろう。10

億の人 口を代表す る全人代が制定 して,500

万香港住民に対 し専政を実行するのか。それ

とも全人代が起草に参与す る者を提供 し,彼

らを用 いて,起 草 に参与す ることがで きな

い,ま た表決する権利のない者に対 して,専

政を実行す るのか。従 って 「専政工具論」は

基本法の制定 と実行に対 しては,理 論的に言

うと,一 つ も長所はない。

将来の実践 とい う点か ら見 る と,「 専政工

具論」はやは り次のような問題を引き起 こす

であろ う。即ち,基 本法は全人代が制定 した

ものであ り,全 人代は人民民主専政を実行す

る機関である以上,人 民民主専政は実質的に

は無産階級に よる専政でもあるので,基 本法

も無産階級専政の為の手段 とな り,そ れを香

港に以前からあった法律制度 の上に置き,最

高の効力を具備 させるはずである。それでは

香港に以前よ りあった法律制度を,基 本を変



中国に於ける法意識の香港基本法に対する影響161

えないで残 してお くとい うのは,必 然的に不

可能な ことである。如何に して香港の法治精

神を保持 し得るか,法 治を貴ぶかは,香 港 が

繁栄を得,安 定を保つ一つの基本的な条件で

ある。

実際,「専政」とい うこの概念は,特 に レー

ニンの専政概念であって,す でに今 日の世界

の潮流には適応 していない。 レーニンが与え

た 「専政」の定義は,「専政 とは直接暴力を拠

り所 とし,如 何なる法律の制約 も受けない政

権である。q⑳」 とい うことである。この定義を

堅持す る限 り,「依法治国」 は問題 に もな ら

ない。国内の少なか らずの学者がさんざん頭

を使って,こ の定義に対 して法治 と相矛盾す

る解釈を してきたが,実 際は自説のつ じつま

を うま く合わせられなかった。

1985年1月 に挙行 された全国政治工作会議

は 「依法治国」のス ローガンを 「以法治国」

に代えた。「以法」と 「依法」とは,た だ一字

の違いであるけれども,前 者はかな り 「専政

工具論」の意味が強 く,「依法」の方が法律の

下での平等 とい うことに近い。 しか しなが ら

もっと理想的なのは,公 然 と 「法律は専政の

手段である」 とい うこの時宣に合わない概念

を放棄 する ことである。か ようにす ること

は,憲 法が要求す る4つ の基本原則の堅持に

違反するか否かを顧慮する必要はない。その

中の一つの原則はマル クス ・レーニソ主義,

毛沢東思想を堅持することであるが,マ ル ク

ス主義は,時 間の推移や環境の変化に従 って

発展す るものなので,発 展 しなければ即 ち堅

持することができない。そ して発展は新 しき

を以て古きに代 えるとい うことを避けられな

い。実際,マ ル クス主義 の最 も重要な原理

は,実 践は真理を検証する基準であることを

承認することである。実践が,「専政」とい う

概念は,す でに人心を得 ることはできないこ

とを証明した ことに より,少 なからずのマル

クス ・レーニン主義政党は,全 てこの概念を

放棄 した。国内においても 「執政」 と改める

よう提起 している学者がいる。中国大陸で支

配的地位にある社会主義法意識は,何 故に今

で もなお この概念を永遠不変の ドグマとして

堅持 しているのであろ うか。

四 国家付与の人権論

中国の社会主義法意識の中でfも う一つの

香港基本法に適用すべ きでない観念は,公 民

の権利の問題に関するものである。

中国政府当局が審査 して定めた法律教科書

は次のように書いている。即ち 「権利 という

ものは国家が憲法や法律を通 して確認 した公

民が,あ る種 の行為を実現 させる可能性を指

すのである。」,「ここで言 うところの公民が

ある種の行為 を実現 させ る可能性 とい うの

は,国 家が公民に自己のある要求を実現 させ

るよう与えた合法的な手段 と可能な条件で,

即ち国家が公民がある種の行為をなす ことを

許可す ることである。⑲」 と。

この定義の中で注 目に値す るのは,中 国の

社会主義法意識においては,人 民の権利 は国

家が法律を通 して人民に与えるもの,或 いは

人民がなす ことを許可 したものであるとい う

ことである。もし国家が付与 しないか或いは

法律の明文を通 して許可 しなければ,人 民に

は権利は存 しないことになる。

香港で通用 している法意識 と法律制度にお

いては,人 民の権利は生来存 しているもので
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国家が恵み与えたものではない。法律の中に

規定するとい うのは,国 家に尊重 させ保護 さ

せ る為であ り,国 家の政権が勝手に侵犯す る

ことを防止す るためでもある。

この2種 類の異なった法意識は,異 なった

結果を生むであろう。

労働者のス トライキ権をもって喩えに して

み よう。

中国の社会主義法意識 に照 らしてみると,

憲法や法律の中にはス トライキの権利や 自由

を規定 していないばか りでな く,国 家 も付与

していない。従 って,労 働者 もス トライキの

権利 と自由はない。

香港で通用 している法意識に照 らしてみる

と,労 働者 のス トライキ権は人民固有のもの

である。法律は明文にて規定 していないが,

また明文で禁止 もしていない。労働者は即 ち

この種の権利を有 しているのである。 もちろ

ん法律に制約があれば,労 働者は遵守 しなけ

ればならない。

してみると,も し中国の社会主義法意識の

中の 「国家が付与するか,或 いは許可 して初

めて権利がある」 とい う観念が,基 本法の制

定や実施に適用され るな らば,香 港住民が現

在有 している権利を,基 本的に残 し得ること

は難 しい とい うことがわか る。

公民の権利の起源を,国 家が付与 した もの

とい う観念に帰せ しめるとい うことは,現 代

の民主の潮流に符合 しないばか りでな く,マ

ルクス主義創始者の観念に も符合 しない。マ

ルクス ・エ ソゲルスは,国 家を次のように考

えている。即 ち 「自ら社会の上 にあ ると思

い,そ の上 日増 しに社会と離脱する力である。

⑳」
,そ の上人々に国家に対する迷信を打破 さ

せ,革 命闘争を通 して政権を獲得 した後は,

国家や国家機関が社会公僕か ら社会の主人公

に変わ ることを防止すべきものである⑳と。

公民 の権利 を 「国家付与」 と見 なす観念

は,実 際は,国 家を社会の主人公とする旧伝

統的観念の残余である。中国の封建社会期に

支配的地位を占めていたのは,こ の種の思想

で,所 謂 「搏天之下,莫 非王土,率 土之浜,

莫非王臣(天 下は全て王土であ り,そ の住民

は全 て王の臣である)」(r詩 経 ・小雅北山』)

である。 この種の支配者を本位 とす る初期資

本主義期の観念 も,放 棄 されるべ きである。

数千年前に中国古代の先賢,孟 子がかつて

主張 したように,「 民為貴,社 穫(国 家)次

之,君 為軽。伽」なのである。長 きに渡って,

中国社会の法意識は,前 述封建期の旧観念を

残存 させ,却 って中国古代に存在 していた民

主的思想を継承 しなかった。孟子の前述 の主

張 とは反対 に,中 国の幹部の法意pの 中で

は,上 の者には絶対的指導権があ り,下 の者

には絶対的服従の義務 しかないのである。実

際のところは,執 政者は 「為貴」,国家機関は

「次之」,民 は 「為軽」である。最高指導者が

命令を下す と,国 家機関及びその公務員は,

下の者がどうであろうと,上 か らのものを聞

くだけである。一般大衆は意見があっても満

足に表明することができず,国 家機関に対す

る監督などとい うのは話題に ものぼらない。

この種の状況はここ数年来,す でに改めら

れたところがあ り,二 度 と最高指導者の片言

隻語 を 「最高の指示」 とか千古不易の 「ドグ

マ」 とかに為 していない。人権尊重 とい う個

人の法意識 も起き始あてお り,「 権利本位」

をもって 「義務本位」に代替 させ ようとする
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思想 も萌芽 し始めている。特に,政 治体制改

革 とい う熱い掛け声の中で,指 導者 と大衆 と

の関係を改めることはすでに重要な課題の一

つ となっている。人民の権利は結局,国 家が

付与 したものなのか,或 いは神格化された指

導者に よって恵み与えられた ものなのか,そ

れとも人民自身 自らの固有のものなのか。 こ

の理論はまた実際の問題である以上,う ま く

解決 されねばな らない。 ともか く,香 港基本

法を制定す る過程において,こ の問題は必ず

解決されねばな らない。そ うして初めて,こ

の基本法の実施は 「香港の現行の社会 ・経済

体制を変 えず,生 活方式を変えない」 ことを

可能にするとい うことを真に保証 し得 るので

ある。而 して,そ れが中英共同声明が明確に

世に宣言 したものである。

以上述べて きた中国の社会主義法意識の中

の幾つかの間題は,全 て一国両制の要求に適

応す ることができないし,香 港基本法が円満

に制定,実 施され ることを保証す ることもで

きない。なお依然 として類似の影響を与え得

る問題が少なか らず存在する。本稿の目的は

決 して中国の社会主義法意識を,全 体的に検

討 し評価 しようとす るものではないので,比

較的重要な問題を選んでr拗 碑引五(蝦 で鯛

を釣 る)」 しようとしただけで,読 者 の批評

指導を もって 「茅塞(不 明)」を開 くことを希

望 している。

もし,中 国の社会主義法意aが 依然 として

前述の以前から存 した観念を堅持 し,「限界」

を越え られなけれ ぼ,前 述 の菌沐教授 の所

謂,中 国はその国内の法律観念を香港に適用

することはない,を 期待するだけである。筆

者の希望は,さ らに一歩進めて言 うならば,

即ち 「時間の推移 と共に,東 西の法思想の交

流 と滲透がなされ ることに より,異 なった観

点は相互に長所を とり短所を補い,次 第に接

近 してゆきJ最 後には全世界共通の法律観念

と統一的な法律体系が存在す るとい う情況に

達す る。それこそが,理 想社会に達するとい

う将来の見通 しであ る。㈱」 とい うことであ

る。
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